
  

 

議案第１７号 

 

平成３０年度瑞穂町介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

平成３０年度瑞穂町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８７，２８９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，２５５，２１６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

平成３１年３月１日提出 

 

瑞穂町長   杉 浦 裕 之 

 

 





































２  一 般 職

（１） 総 括

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 
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（３） 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与 イ 初任給（平成３１年１月１日現在）

円

円 円 円

歳 1 月 円 円

円

円

歳 9 月

ウ 級別職員数

人 ％

人 ％

（級別の標準的な職務内容）  （平成31年1月1日現在）

 職  務  内  容

  部長の職務

  課長の職務

  係長の職務

  主任の職務

  主事の職務

一般行政職

148,600

総合職 185,200
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区   分

高 校 卒

大 学 卒

町

一般行政職

国

計

計

１ 級

２ 級
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５ 級
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エ 期末手当・勤勉手当

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成３１年１月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

カ 地域手当（平成３１年１月１日現在）

全 域

％

人

地域区分により

～ 0 ％

キ その他の手当（平成３１年１月１日現在）

 配偶者 6,000円（4級職員 3,000円）  配偶者 6,500円

 子 9,000円  子 10,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末  満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

 までの子 1人につき 4,000円を加算  1人につき 5,000円を加算

 父母等 6,000円（4級職員 3,000円）   父母等 6,500円

 

 当該年度末35歳未満の世帯主等で借家人 

 15,000円  借家家賃区分に応じて 27,000円まで

 交通機関使用者 運賃相当額  交通機関使用者 55,000円まで

 交通用具使用者 7,400円まで  交通用具使用者 31,600円まで

23.00

区  分
支 給 期 別 支 給 率

補 正 前

国の制度

補 正 後

43.00 43.00

47.709 47.709

2.25

区  分

級等による加算措置

(支給率等)

10.0

有

支 給 率

備  考

備  考
職制上の段階職務の

６月 １２月 ３月

2.125 月分

月分2.10 月分

2.325 4.45

2.10 月分 2.15 月分 4.50

0.25 月分 4.60 月分

有0.25 月分月分

加 算 措 置 等
25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

そ の 他 の
20年勤続の者

支給率等
30.50

（２％～２０％加算）

国の制度

（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置24.586875 33.27075

有

定年前早期退職特例措置

月分月分

支 給 率

支給対象職員数

支 給 対 象 地 域

国 の 制 度

国

通 勤 手 当 月 額

住 居 手 当 月 額

区   分

20.0（ 支 給 率 ）

扶 養 手 当 月 額

6

町
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